
用語 前年度比 用語説明・前年度からの増減の主な理由

市　　　税 1.0％増 　皆さんが中野市に納める税金
　増額の理由：雇用情勢の改善や給与所得の伸びにより市民税が増加

地方交付税 3.9％減 　皆さんが国に納める税金の一部。地方公共団体の財政状況に応じて配分
　減額の理由：国の地方財政計画などで額が減少することを考慮

国庫支出金 4.9％増 　皆さんが国に納める税金の一部。特定の目的を達成するために国から交付
　増額の理由：小学校統合整備や保育所などの整備に対する交付金の増加

市　　　債 42.4％減 　事業を行うために国や銀行などから借り入れるお金
　減額の理由：市役所新庁舎や防災行政無線デジタル化などの整備費用の減少

繰　入　金 7.0％減 　各種基金 （ 家庭でいう貯金）を取り崩して使うお金　
　減額の理由：市役所新庁舎の整備費用の減少

県 支 出 金 7.5％増
　皆さんが県に納める税金の一部。特定の目的を達成するために県から交付
　増額の理由：高い収益の作物・栽培体系へ転換を図る産地パワーアップ事業の
　　　　　　 補助金などの交付金の増加

諸　収　入 6.3％減 　他の収入科目に含まれない収入。延滞金や預金利子など
　減額の理由：市制度資金預託金返還金などの減少

地方消費税
交 　付　金 5.5％増 　皆さんが国に納める消費税の一部。一定の割合に応じて交付

　増額の理由：消費が増えたため

▼歳入（一般会計）の用語説明など
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208億 7,300万円
（一般会計）

62億3,460万円
29.9％

市税

51億5,500万円
24.7％

地方交付税

19億3,849万円
9.3％

国庫支出金

18 億8,200万円
9.0％

市債

14 億8,872 万円
7.1％

繰入金

12 億1,457万円
5.8％

県支出金

8億4,601 万円
　4.1％

諸収入

７億8,900万円
　3.8％

地方消費税交付金

13億2,461 万円
　6.3％

その他



用語 前年度比 用語説明・前年度からの増減の主な理由

民生費 1.4％増 　保育所などの整備や、児童や高齢者などの支援、生活保護などにかかる経費
　増額の理由：認定こども園整備事業への補助金の増加

総務費 40.3％減 　市役所庁舎の管理や市税の徴収、戸籍などの市役所全般にかかる経費
　減額の理由：市役所新庁舎整備事業費の減少

公債費 3.1％増 　市債の返済にかかる経費
　増額の理由：市債の増加による返済の増加

土木費 8.1％増 　道路、住宅、公園、河川などの公共施設の整備や維持管理にかかる経費
　増額の理由：道路の舗装事業費や街路事業費の増加

教育費 17.9％増 　学校の建設・管理、生涯学習、文化財保護など教育行政にかかる経費
　増額の理由：小学校統合整備事業費の増加

衛生費 2.5％減 　予防接種などの健康管理や疾病予防、ごみ処理などにかかる経費
　減額の理由：国民健康保険事業特別会計への繰出金の減少

農林水産業費 20.0％増 　農林水産業の振興や農道整備にかかる経費
　増額の理由：下水道事業会計への負担金の増加

消防費 7.2％増 　火災、風水害、地震などの災害から皆さんを守るための経費
　増額の理由：消防ポンプ自動車などの車両購入の増加

商工費 12.3％減 　観光施設や商工業の振興などにかかる経費
　減額の理由：市制度資金預託金の減少

▼歳出（一般会計）の用語説明など
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61億5,826万円
29.5％

民生費

33億6,408万円
16.1％

総務費

23億844万円
11.1％

公債費21億7,164万円
10.4％

土木費
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9.6％

教育費
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農林水産業費
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